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Ⅰ  「2010 郵政改革」の意義 

ジョン・メイナード・ケインズは、経済的効率性と社会的公正と個人的自由の３要素を 

結合することが人類の政治的課題であるとした。彼の没後、21 世紀世界を特徴づけるグ 

ローバリゼーションが加速する市場経済化と金融資本移動の巨大化は、実体経済と金融経 

済の両面から国民生活に大きな影響をもたらしつつある。 

彼が提唱した市場経済を基軸に「暖かい心をもった資本主義」を目指す新しい政策体系 

の一環として、“民営郵政”の理念と効果を挙げる制度設計と経営管理体制を再構築する

ことに郵政改革法案策定の意義がある。 

１．郵政三事業は、国民生活にとって「自由権」ではなく「社会権」 

郵便と小口・個人の金融機会は、現代の経済社会において人間的な暮らしを営むことを可能 

にするパスポートである。したがって、その制度設計は国家の権力的な介入を排除し個人の自由

を保障する「自由権」ではなく、生存権や勤労の権利、教育を受ける権利等と同じく国家が国民

に保障すべき「社会権」概念に基づいて行なわれねばならない。 

                            資料１ リテールバンキングで巧妙化する金融排除の態様 

２． “展望なき国民負担”に歯止めをかける郵政改革法案を 

民営・分社化後の郵政事業は、国民負担や不便・不快が先行している。具体的には、①送

金・決済サービスなど手数料の引き上げ、②分社化で一元的対応ができなくなった郵便局窓口

の待ち時間増加、③サービスの廃止・拠点閉鎖、④コンプライアンス違反ないし不適切な業務処

理、④不透明な資産処分－などが進行した。 

民営・分社化は、郵貯・簡保事業が実質計 2 兆 6000 億円（国庫納付金 1 兆円、民営・分社化

費用 6000 億円、国鉄債務処理の拠出金 1 兆円未返済）を負担する形で実施された。政府は、

日本郵政グループの平成 20 年度法人税･事業税･住民税納付額は総額 4718 億円、加えて４子

会社間の業務委託手数料への消費税（約 700 億円以上）など財政収入の果実を得た。 

さらに、「2010 郵政改革」による組織再編成などで新経営形態への移行費用が追加支出され

る見通しで、本来なら郵貯・簡保の利用者・加入者に還元され国民福祉の向上に資すべき国民

共有の貴重な資源が、将来展望なき制度改革とならないよう法案策定に注力されたい。 

 

Ⅱ  現行の郵政民営化法による日本郵政グループの構造的問題・体質の是正を 

１．郵政三事業一体運営体制を１持株会社４事業子会社にタテ/ヨコ分割したことで、「範 

囲の経済性」と「規模の経済性」を損ない非効率化している。 

２．その結果、組織と人間の有機的な連携行動を要とするサービス業の特性が破壊され、

郵便局の現場業務を中心に利便性が低下した。 

３．収益性、効率性の重視と公益性が希薄な郵政民営化法は、300 兆円の郵貯・簡保資金 

を「官から民へ」還流させる理念と方途を示さなかった結果、国民的金融資産は「民

から官へ」「地方から国へ」ますます流れ、このままでは郵便局が地方経済を疲弊さ



せる金融ネットワークと化すことも懸念される。 

４．政府が株式の 100％を保有する「特殊会社」を法人格とする日本郵政が、私企業の論 

理を前面に押し出した結果、情報開示は量、質ともに低下し国民と郵便局の距離が 

大きく開いてしまった。郵政改革法案には、郵政三事業が国民の生活インフラであり

日本郵政はその公益性を達成する事業体である使命を明記されたい。また、政府と日

本郵政は、 “国民共有の資産”を継承し社会階層の多様なニーズに応える社会性

と使命感に満ちたメッセージ発信と成果還元の工程表を示すよう努力されたい。 

 

Ⅲ 郵政改革法案への提言 
１． 日本郵政・郵便事業会社・郵便局会社を統合する「特殊会社」の傘下に､100％子会社

としてゆうちょ銀行、かんぽ生命保険を  

       郵便事業と郵便局ネットワークは、日本郵政が積み立てる地域貢献基金（年間交付見

積額 120 億円）や、低料第 3・4 種郵便などを維持するための社会貢献基金（同 60 億円）

では到底支えられるものではない。 

郵便事業会社と郵便局会社の統合案は、資産規模は約 5 兆 2000億円、社員数 22 万

人に巨大化することで規模の経済性は確保できる半面、郵便局会社の手数料収入のう

ち郵便事業会社からの収入は 15％に過ぎず、実施計画で予定された新規収益事業で

はユニバーサルサービス維持の実効性を期待しがたい。 

日本郵政と郵便事業会社、郵便局会社の三社を合併させた「日本郵便ネットワーク会

社」の傘下に、100％子会社としてゆうちょ銀行とかんぽ生命保険をぶら下げるＮＴ

Ｔ型の三社体制を提唱する。これにより、実質的な郵政三事業の一体運営を実現し、

金融 2 社の株式配当などで郵便事業を支えるのが現実的と思慮される。 

資料２ 日本郵政グループ再編成の選択肢  

   

２．「特殊会社」を法人格としつつも政府保有株式の一定比率を市場へ放出し、地方

公共団体や市民が「陳情」ではなく「株主権行使」による経営参画の道を 

      「特殊会社」形態には、①公社公団形態より株式会社としての企業性を発揮し易

い、②ＮＴＴ法のような根拠法でユニバーサルサービスの義務化が可能など公共性を

担保し易い、③政府や一般株主の議決権や事業法による許認可など多様なガバナンス

が可能―という利点があるので、この基本線は崩すべきでない。 
資料３  『特殊会社』形態のメリット 

しかし、株式の恒久的な 100％国有は好ましくない。昭和の時代には、「公益性」

は国の利益と同義語だったが、少数者の利益も守られるべき平成の時代における公益

性とは「多様な国民の利益」と読みかえられるべきである｡ 
わが国でも約 3000 万人とされる個人株主の大部分は、会社経営には無関心ながら配当

や値上がり益を狙い、期待はずれなら株式を売って静かに離れていくため経営行動のチェ

ック機能は果たせない。このため、電力会社に都道府県が大口株主となっているように、新

生日本郵政も地方公共団体の首長や地域団体に一定比率の株式を割り当て、地域の声を

会社経営に反映させる資本政策を導入すべきである。また、政府は個人の株式保有期間

が長くなるにつれ議決権数が増えるフランス型の「期間対応型議決権制度」の導入へ

法制度の整備を検討すべきである。 



 

３． 全国一律のユニバーサルサービスは、勤労者、生活者を支える基礎的サービスに

とどめる業務範囲に限定せよ。付加的ないし収益事業は、地域・地方ブロック単

位で郵便局が地域的特性と主体性を活かし住民サービスと職員の動機付けに役 

立つビジネスモデルを開発せよ。 
国際的にはユニバーサルサービスの対象とすべき基礎的金融サービスの範疇について、

公共料金支払いのための小切手発行や年金受け取りなど最低限の金融サービスのための

口座開設にとどめる米国諸州型のライフライン概念もあれば、その種の基礎的銀行サービ

スに加えて小口融資など付加的なサービスもその対象とする概念まである。このため、わが

国でも現在のゆうちょ銀行、かんぽ生命保険会社もユニバーサルサービス義務化や根拠法

を個別業法から特別法に移管するに際しては、業務範囲や取引額の上限設定のあり方な

どについて基本的な考え方を整理し、いわゆる“民業圧迫論”との調整も必要であろう。 

資料４ ユニバーサルサービス概念のモデル 

行政機関の窓口代行業務など付加的、収益事業は、郵便局会社と各地の郵便局の主

体性を尊重し、地域特性を活かした「地域に密着したサービスの提供」を目指すべき

である。 

４．国債投資への異常な偏重を段階的に改革し『官から民へ』の資金還流を促す中

長期目標の設定を義務づけよ。 
 民営・分社化後 2 年経過した現時点でも、ゆうちょ銀行、かんぽ生命保険両社のポートフ

ォリオは、①国債偏重とリスクヘッジ手段の制約から金利リスク等に極めて脆弱である、②ポ

ートフォリオのリバランスをしようにも、政府の国債管理政策が立て直されない限り国債・財

投債買受け偏重の大幅改善は期待できない、③貯金残高の 59.7％（105.9 兆円＝09 年 3

月）までが 10 年物定額貯金など定期性貯金に偏重しているため、資金調達コストの不安定

性と経常収益に大きなブレが生じる、④民営・分社化前の旧契約分の資金は独立行政法

人郵便貯金・簡易保険管理機構による「安全運用」の縛りがあるなど投資対象商品・通貨・

地域の国際的多様化が難しい、⑤貯金残高、新規保険契約の反転増勢は期待しがたい、

⑥投融資対象やリスクヘッジファンド手段の多様化策は、民業圧迫回避優先の郵政民営化

委員会の判断に縛られてきた―など資金運用面の歪み改善と自由度の拡大が急がれる。 

資料５ 郵貯資金のシェアとポートフォリオ 

(1) 現行の法制度でも、日本郵政グループの経営意思次第で可能な方策 

（ⅰ） 直接に投融資を実施する現物資産取得型 

（ⅱ） 直接に現物資産を取得する代わりに、信託受益権やＳＰＣ（特別目的会社）、 

ファンドなどのビークル（導管体）を通じて購入する間接取得型 

(ⅲ) 信託受益権やファンドなどのビークルではなく、地域金融を行なう企業体、 

たとえば地域金融機関へ資本性資金を提供、支援する出資型 

具体的には、①地方債への投資拡大、具体的には対象となる市町村を拡大する、②

いわゆる｢ご当地ファンド｣の設定など地域をテーマとする私募ファンドへ投資、③ＣＬＯ

（ローン担保証券）、ＣＢＯ（社債担保証券）、ＲＭＢＳ（住宅ローン担保証券）など地域金

融機関がオリジネーターとして組成するストラクチャーへの投資、④普通株、優先株、劣

後債(劣後ローン)などを通じた地域金融機関への資本性資金の提供、④PFI＝Private 

Finance Initiative（地方公共団体が直接施設を整備するのではなく、民間資金を利用し



て民間に施設整備と公共サービスの提供を委ねる手法）―などは、地方サイドのニーズ

も高い現実的方策として検討すべきである｡ 

資料６ 日本郵政が自前でやらずとも可能な地方への資金還流 

                      資料７ ＰＦＩ法事業に郵貯簡保資金を 

資料８ プロエジェクトファイナンス日本郵政も参加を 

           (2) ｢安心・安全の拠点｣としての郵便局に相応しいリバースモーゲージ機能を 

年金・医療費不安などを抱えた老後設計への支援策として、保有不動産の流動化策

を講じる施策対応が急がれる。居住権は死ぬまで保障されつつ住宅を担保に毎年所要

金額を一種の年金として借り入れ、生存中は利息のみ支払い借入元金は亡くなったとき

などに、自宅を売却し一括返済で清算するリバースモーゲージ市場の拡大へ日本郵政

と政府一体の取り組みを期待したい。 

  わが国のリバースモーゲージ市場はまだ緒に就いたばかり。厚生労働省が低所

得の高齢者世帯に限定した「長期生活支援資金制度」を通じて、全国の社会福祉

協議会を窓口に土地を担保に生活費として月 30 万円以内の融資を行なっている。

また、中央三井信託銀行や東京スター銀行、群馬銀行など民間金融機関の一部も

リバースモーゲージを提供し始めているが、融資金額は担保とする土地評価額のせ

いぜい 60％以内で、遺言信託サービスの利用などの条件も付いている場合が多く、

対象は比較的富裕な層に限られるのが実情。 

持家比率が 60％を超え少子高齢化が進むわが国では、リバースモーゲージへの

潜在需要は大きい。本格普及には、①中古住宅市場の流動性を高める施策と並行

して、②リバースモーゲージは長期にわたる資産・債権管理が必要で、その間の

金利変動リスク、住宅・不動産価格の変動リスク、所有者の長生きリスクなどを

カバーする公的なリバースモーゲージ保険制度を整備することが必要である。 

すでに、米国ではリバースモーゲージ制度がかなり普及し、資金を貸し出すの

は民間金融機関だが、政府・連邦住宅庁（ＦＨＡ）が２％の保険料を徴収してプ

ールし、融資を受けた高齢者やリバースモーゲージへの投資機関・投資家にリス

クへッジ機会を提供するリバースモーゲージ公的保険を運営している。わが国で

も、政府によるこうした法制度・環境整備と並行して、ゆうちょ銀行、かんぽ生

命保険がリバースモーゲージ融資やその流通市場におけるリバースモーゲージ債

券商品の買取りなど市場育成を図ることが期待される。 

資料９ 意思あるマネーに応える運用を 

 

５ ． 国 は 、 事 後 的 規 制 ・ 行 政 権 よ り も 、 事 前 的 ・ 日 常 的 な 株 主 権 行 使 を      

国策上必要な公共性の高い事業だが行政機関が行うよりも政府所有の株式会社形態 

で効率性を目指す「特殊会社」も、いわゆる「資本と経営の分離・分担」を求める商法の一

般原則に当然服すべきである。しかし、公益や環境保全など利害関係者が多様化したス

テークホルダー社会を迎え、欧米では多数の加入者・投資家の思いと生活設計図を託さ

れた年金基金などの機関投資家が会社の行動に積極的に「モノをいう株主」として行動

する傾向が強まっている。日本郵政グループの新経営陣にも、「所有と経営の接近時代」

を認識した発想と行動を期待したい。 

  郵政改革法案を機に、郵政行政と日本郵政の監督体制を一元化することは必要であ

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%8C%E6%94%BF%E6%A9%9F%E9%96%A2


る、しかし、不適切な経営行動が現実に会社や国民共有の資産を損なう事態が発覚して

から、主務大臣がやおら改善命令を発する事後的行政・監督権では、原状復元に新たな

コスト負担を強いられる。むしろ、主務大臣は大株主としての権利をバックに経営陣との

日常的な対話や協議を通じて経営行動を直接、間接にチェックし、その内容を議会に報

告する透明性の高い株主権行使の道を追求するよう期待したい。             □ 



100

(出所)田尻嗣夫：Kempson，Whyley

 

and Collard [2000]から作成

□

 
Physical Access Exclusion（地理的排除）

リテールバンキング拠点の削減等地理的配置の再編成

□

 
Access Exclusion（審査厳格化による選別）

リスク評価のプロセスを通じたアクセスの制限

□

 
Condition Exclusion（利用条件による選別）

金融商品の取引金額･単位等厳しい利用条件の設定

□

 
Price Exclusion（支払い能力による選別）

低所得層に高過ぎる金融商品価格・手数料設定等価格面で制約

□

 
Marketing Exclusion（商品設計段階での選別）

商品開発･販売段階における対象顧客層の効果的な選別

□

 
Self-Exclusion（諦観層の形成）

金融取引拒否等で利用意欲を失わせる

資料―1

 リテールバンキングで巧妙化する金融排除の態様
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資料ｰ2

 統合後の「郵便ネットワーク会社」を親会社にすれば・・。

事業持株会社
日本郵便事業会社

かんぽ生命
保険会社

ゆうちょ銀行 郵便局会社

事業持株会社
日本郵便事業会社

ゆうちょ銀行
＋

かんぽ生命保険会

 
社

持株会社
日本郵政

Ａの変型

 

バンカシュアランス・タイプ

郵便局会社 かんぽ生命保険会社

日本郵便ネットワーク会社

Ｂ

 

地域分割＋三位一体型

Ｃ

 

郵便局＋郵便事業統合持株会社型

北

 
海

 
道

東

 
日

 
本

東

 
京

九

 
州

西

 
日

 
本

東

 
海

ゆうちょ銀行

Ａ郵便事業会社が金融２社と郵便局会社を保有タイプ

郵便事業
決済専門銀行
かんぽ生命

日本郵便ネットワーク

Ｃ

 

ナローバンク＋
三位一体型

((出所出所))田尻田尻

 

嗣夫嗣夫



資料―３ 日本郵政グループが『特殊会社』形態を採用するメリット 

 
 
 
 
 



 
(出所)『郵政三事業の在り方について考える懇談会』報告書（2002.9）をベースに作成 

 
 
 
 
 
 
 



資料―４  ユニバーサルサービス概念のモデル 

 

□ ＥＵ（欧州連合）モデル 

   金融サービスを利用するパスポートとして当座預金口座を基礎的金融サービスとする点が特徴。 

    当座預金口座は最低限の機能として、(a）口座番号・分類コード、（b）ペーパーかカードで 

その都度及び定期的に行う無制限の資金移動、（c）小切手帳、（d）ATM 等機械による現金の引 

出し、（e）デビットカードサービスの機能を備えている。  

 

□  ド イ ツモデル 

   いわゆる社会政策的金融機関（Social Banking)としての機能もその範囲に含めているのが特徴。 

ａ）金融機関の預金口座を通じた社会保障給付の受け取り等ライフライン的な銀行サービスの 

確保だけでなく、（b）住宅貸付、（c）生活基盤融資と中小企業融資、(d)個別の限定的な投融資

―もその範疇に捉えている。  

 

□ 英   国モデル 

   小口・個人金融サービスを基礎的機能と 2次的機能に分けて範囲を設定している点が特徴。 

 
 

(出所)EU 調査報告書“The Social Responsibility of Credit Institution in the EU”（1998）から作成。 
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資料ｰ5

 郵便貯金のシェアとポートフォリオの推移

((出所出所))日本郵政公社・ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌日本郵政公社・ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌

預託金 国債 地方債 社債 外国債 貸付金 その他 合計

平成15年 112.7 86 9.4 6.9 3.5 2.8 5.9 227.3

平成16年 79.3 106.6 9.3 7.4 3.1 3.7 4.5 214

平成17年 46.6 124.3 8.6 7.8 3.1 4.1 5.8 200.5

平成18年 23.9 136 8.1 7.4 2.7 4.4 4.7 187.2

平成19年 20.7 156 7.5 7.8 0.4 3.7 4.9 201

平成20年
8.7 155

.

 
6.1 10.3 1.2 4.0 8.6 193.9

（単位億円）

www.econ.kyoto-u.ac.jp/.../Uno%20Yuseimineika%2010.1%20%2010.8.ppt
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((出所出所))田尻嗣夫）田尻嗣夫）

資料ｰ６

 日本郵政グループが自前でやらなくても
 ゆうちょ／かんぽ資金を地域・市民へ流せる

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
総務省を敬遠するのではなく



自治省と郵政省の両機能と知恵をもつ

総務省のパワー活用をかんがえるべき

日本郵政グループ





現実は郵政省的なるものの徹底排除

に傾斜する日本郵政グループ



逓信協会のＡＥＤ寄贈受け入れに

4ヵ月も拒否



法的根拠にもとづく大臣からの報告命令に

答えない姿勢
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資料ｰ７

 PFI法（Private Finance Initiative）

 

事業に郵貯・簡保資金を

(出所) PFI法=民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(平成11年7月制定)から作成
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資料ｰ8

 公共サービスを民間から購入
 リスク分担も明確なプロジェクトファイナンスへ日本郵政も参加を
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資料ｰ9

 日本郵政グループは“意思あるマネー”の受け皿開発を

((出所出所))田尻嗣夫（日経ヴェリタス田尻嗣夫（日経ヴェリタス2008.6.282008.6.28から抜粋）から抜粋）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
日本郵政

約3,500名�連結ベースの従業員数は、約240,100名主な事業所人事・経理集約センター1、健康管理事務センター1、健康管理施設48、ファシリティセンター7、病院14、宿泊施設82、郵政資料館1



ゆうちょ銀行

約11,200名（2008年3月31日現在）主な事業所本社、営業所234（統括店13、一般店221）、地域センター49、貯金事務センター11、貯金事務計算センター2


